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参考資料５

がん対策推進基本計画（第４期）について

（がん予防、がん教育分野抜粋）



（国）第４期がん対策推進基本計画

計画期間：令和５（2023）年から令和10（2028）年
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第４期 第３期

【全体目標】
誰一人取り残さないがん対策を推進し、全ての国民とがんの克服を目指す。

【分野別目標】
●科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実～がんを知り、がんを予防す
ること、がん検診による早期発見・早期治療を促すこと で、がん罹患率・がん
死亡率の減少を目指す～
がんを予防する方法を普及啓発するとともに、地方公共団体、関係学会等
の連携による取組を推進し、科学的根拠を積極的に収集・分析した上で、そ
の結果に基づいた施策を実施することにより、がんの罹患率を減少させる。全て
の国民が受診しやすい検診体制を構築し、がんの早期発見・早期治療を促す
ことで、効率的かつ持続可能ながん対策を進め、がんの死亡率の減少を実現
する。

【個別目標】
●がんの１次予防
栄養・食生活、身体活動・運動、飲酒、喫煙といった生活習慣の改善(リス
クファクターの低減)については、「次期国民健康づくり運動プラン」で定める目標
値の達成を目指す。また、HPV、肝炎ウイルス、HTLV-1といった発がんに寄与
するウイルスや細菌への感染の減少を目指す。

●がんの２次予防（がん検診）
がん検診受診率を向上させ、指針に基づく全てのがん検診において、受診率

60％を目指す。がん検診の精度管理を向上させるとともに、精密検査受診率
については、90％を目指す。

【全体目標】
がん患者を含めた国民が、がんを知り、がんの克服を目指す。

【分野別目標】
● 科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実～がんを知り、がんを予防
する～

がんを予防する方法を普及啓発するとともに、研究を推進し、その結果に基
づいた施策を実施することにより、がんの罹患者を減少させる。国民が利用しや
すい検診体制を構築し、がんの早期発見・早期治療を促すことで、効率的か
つ持続可能ながん対策を進め、がんの死亡者の減少を実現する。

【個別目標】
●がんの１次予防
喫煙率については、「健康日本21（第二次）」と同様、平成34（2022）
年度までに、禁煙希望者が禁煙することにより、成人喫煙率を12％とすること、
妊娠中の喫煙をなくすこと及び20歳未満の者の喫煙をなくすことを目標とする。
2020年東京オリンピック・パラリンピックに向けて受動喫煙対策を徹底し、本
基本計画の計画期間中において、望まない受動喫煙のない社会をできるだけ
早期に実現することを目標とする。
その他の生活習慣改善については、平成34（2022）年度までに、生活習
慣病のリスクを高める量を飲酒している者について、男性13.0％(13.9％)・
女性6.4％(8.1％)とすること、運動習慣のある者について、20～64歳：男
性36.0％(24.6％)・女性33.0％(19.8％)、65歳以上：男性58.0％
(52.5％)・女性48.0％(38.0％)とすること等を実現することとする。
※（ ）内は、平成27年のデータ。

●がんの早期発見及びがん検診（２次予防）
国は、男女とも対策型検診で行われている全てのがん種において、がん検診
の受診率の目標値を50％とする。
国は、精密検査受診率の目標値を90％とする。
国は、｢職域におけるがん検診に関するガイドライン（仮称）｣を１年以内に
策定し、職域での普及を図る。

前期計画との比較（がん予防・早期発見）
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第４期 第３期

【取り組むべき施策】

●がんの１次予防

①生活習慣について

国及び地方公共団体は、生活習慣について、「次期国民健康づくり運動プ
ラン」に沿った取組を引き続き推進する。

拠点病院等は、地域におけるがん対策を牽引する立場から、地域へのがんの
予防に関する普及啓発を実施するとともに、必要に応じてがん相談支援セン
ターが窓口となり、病院全体でがんの予防に関する情報を提供できる体制を整
備する。

【取り組むべき施策】

●がんの１次予防

①生活習慣について

たばこ対策については、喫煙率の減少と受動喫煙防止を図る施策等をより
一層充実させる。具体的には、様々な企業・団体と連携し、喫煙が与える健
康への悪影響に関する意識向上のための普及啓発活動を一層推進するほか、
特定保健指導等の様々な機会を通じて、禁煙希望者に対する禁煙支援を
図る。加えて、禁煙支援を行う者が、実際の支援に活用できるよう、「禁煙支
援マニュアル（第二版）」の周知を進めるとともに、内容の充実を図る。

また、「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」や海外のたばこ対策
の状況を踏まえつつ、関係省庁が連携して、必要な対策を講ずる。

受動喫煙の防止については、オリパラ基本方針も踏まえ、受動喫煙防止対
策を徹底する。

さらに、家庭における受動喫煙の機会を減少させるための普及啓発活動や、
妊産婦や未成年者の喫煙をなくすための普及啓発活動を進める。

喫煙以外の生活習慣については、「健康日本21（第二次）」と同様に、
▪ 生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者の割合を低下させる。
▪ 身体活動量が少ない者の割合を低下させる。
▪ 適正体重を維持している者の割合を増加させる。
▪ 高塩分食品の摂取頻度を減少させる。野菜・果物摂取量の摂取不足の
者の割合を減少させる。
等のがんの予防法について、学校におけるがん教育や、スマート・ライフ・プロジェ
クト、食生活改善普及運動等を通じた普及啓発により、積極的に取り組む。

前期計画との比較（がん予防・早期発見）
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第４期 第３期

【取り組むべき施策】

●がんの１次予防

②感染症対策について

国は、令和４（2022）年４月に再開したHPVワクチンの個別の接種勧奨
の実施を踏まえ、HPVワクチンの接種状況と子宮頸がんの年齢調整罹患率の
国内外の推移を把握し、必要に応じて子宮頸がん検診の「がん予防重点健
康教育及びがん検診実施のための指針」（以下「指針」という。）を見直す等、
科学的根拠に基づく子宮頸がん対策を推進する。また、令和５(2023）年
４月からの９価HPVワクチンの定期接種を開始し、定期接種及びキャッチアッ
プ接種の対象者に対する、適切な情報提供に基づく正しい理解の促進に取り
組む。

国は、肝炎の早期発見・早期治療及びそれによる肝がんの発症予防のため、
肝炎ウイルス検査体制の充実やウイルス陽性者の受診勧奨、普及啓発を引
き続き推進する。また、Ｂ型肝炎については、予防接種法に基づく定期接種
及びウイルス排除を可能とする治療薬・治療法の開発に向けた研究を引き続
き推進する。

国は、感染予防対策を含めたHTLV-1総合対策等を引き続き推進する。

国は、引き続き、健康で無症状な集団に対する、ピロリ菌の除菌の胃がん発
症予防における有効性等について、国内外の知見を速やかに収集し、科学的
根拠に基づき、除菌の必要性の有無及びその対象者について検討するとともに、
運用上の課題について整理する。

【取り組むべき施策】

●がんの１次予防

②感染症対策について

HPVワクチンについては、接種のあり方について、国は、科学的知見を収集し
た上で総合的に判断していく。

肝炎ウイルスについては、国は、肝炎ウイルス検査体制の充実やウイルス陽
性者の受診勧奨、普及啓発を通じて、肝炎の早期発見・早期治療につなげ
ることにより、肝がんの発症予防に努める。また、Ｂ型肝炎については、予防接
種法（昭和23 年法律第68 号）による定期の予防接種を着実に推進する
とともに、ウイルス排除を可能とする治療薬・治療法の開発に向けた研究を、引
き続き推進していく。

HTLV-1については、国は、感染予防対策を含めた総合対策等に引き続き
取り組む。

胃がんについては、胃がんの罹患率が減少していること等を踏まえ、国は、引
き続き、ヘリコバクター・ピロリの除菌の胃がん発症予防における有効性等につ
いて、国内外の知見を速やかに収集し、科学的根拠に基づいた対策について
検討する。

前期計画との比較（がん予防・早期発見）
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第４期 第３期

【取り組むべき施策】

●がんの2次予防（がん検診）

①受診率向上対策について

国は、受診率向上に向けて、がん検診受診率をより正確かつ精緻に、また、
個人単位で把握することができるよう検討する。

国は、受診率向上に向けて、これまでの取組から得られた知見を踏まえつつ、
より科学的かつ効率的な受診勧奨策を、関係学会や企業等の協力を得て、
都道府県及び市町村と連携して推進する。また、全ての国民ががん検診を受
診しやすい体制の整備に向け、保険者への財政上のインセンティブを活用した
がん検診の推進、がん検診と特定健診の同時実施の推進、事業主健診時に
おける市町村等で実施するがん検診の受診勧奨の推進、女性・障害者・非
正規雇用者等が受診しやすい環境整備など、受診者の立場に立ったがん検
診を受診する上での利便性の向上に努める。

市町村及び検診実施機関においては、受診者に分かりやすくがん検診を説
明するなど、受診者が、がん検診の意義及び必要性を適切に理解できるように
努める。また、国は、指針に基づくがん検診の意義及び必要性について、国民
が正しく理解できるよう普及啓発を行う。

国は、新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、感染症発生・まん延時等
にがん検診の提供体制を一時的に縮小した場合でも、状況に応じて速やかに
提供体制及び受診行動を回復させることができるよう、平時における準備等の
対応について検討する。

国は、実施主体によらずがん検診を一体的に進めることができるよう、 職域に
おけるがん検診について、実施状況の継続的な把握及び適切な実施に向けた
課題の整理を行い、必要に応じて、その法的な位置付けも含め 、がん検診全
体の制度設計について検討する。

【取り組むべき施策】

●がんの早期発見及びがん検診（２次予防）

①受診率向上対策について

国、都道府県及び市町村は、これまでの施策の効果を検証した上で、受診
対象者の明確化や、将来的には組織型検診のような検診の実施体制の整
備など、効果的な受診率向上のための方策を検討し、実施する。市町村は、
当面の対応として、検診の受診手続の簡素化、効果的な受診勧奨、職域で
受診機会のない者に対する受診体制の整備、受診対象者の名簿を活用した
個別受診勧奨・再勧奨、かかりつけ医や薬局の薬剤師を通じた受診勧奨など、
可能な事項から順次取組を進める。

市町村や検診実施機関においては、受診者に分かりやすくがん検診を説明す
るなど、受診者が、がん検診の意義及び必要性を適切に理解できるように努め
る。

また、国は、がん検診と特定健診の同時実施、女性が受診しやすい環境整備
など、受診者の立場に立った利便性の向上や財政上のインセンティブ策の活用
に努める。

前期計画との比較（がん予防・早期発見）
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第４期 第３期

【取り組むべき施策】

●がんの2次予防（がん検診）

②がん検診の精度管理等について

国は、レセプトやがん登録情報を活用したがん検診の精度管理について、技
術的支援等を行う。

精密検査受診率について、都道府県やがん種による差が大きくなっていること
から、国は、市町村における適切な精度管理の実施のため、精密検査受診率
の低い市町村の実態把握を行う仕組みについて検討するとともに、都道府県
による指導・助言等の取組を推進する。市町村は、都道府県による指導・助
言等を踏まえ、引き続き、指針に基づいたがん検診の実施及び精度管理の向
上に取り組む。

国は、職域におけるがん検診の実態把握に係る方法を検討した上で、職域
におけるがん検診の精度管理を推進するための取組について、保険者に対す
る技術的支援や、産業保健総合支援センターを通じた事業場の産業保健ス
タッフに対する周知等を含め検討する。

国及び都道府県は、精密検査受診率向上のため、要精密検査とされた受
診者に対する「精密検査を受けられる医療機関リスト」の提供等、職域を含め
た、がん検診の実施者による分かりやすい情報提供を推進する。

③科学的根拠に基づくがん検診の実施について

国は、我が国におけるがん検診の進捗及び課題を整理するため、諸外国に
おける取組との経年的な比較調査を実施する仕組みについて検討する。

国は、より効率的・効果的ながん検診の実施を推進する観点から、指針に
基づくがん検診の科学的根拠に基づいた効果検証を進めるとともに、対策型
検診の項目の導入に係るプロセスの明確化等について検討する。

国は、指針に基づかないがん検診に係る効果検証の方法について検討する
とともに、指針に基づかないがん検診の効果検証を希望する関係学会や企業
等と、地方公共団体のマッチングを促進する仕組みについて検討する。

国は、我が国における組織型検診の構築に向け、科学的根拠に基づくがん
検診の実施に向けた取組により精度管理を向上させつつ、課題を整理し、その
対応を検討する。

【取り組むべき施策】

●がんの早期発見及びがん検診（２次予防）

②がん検診の精度管理等について

都道府県は、指針に示される５つのがんについて、指針に基づかない方法で
がん検診を行っている市町村の現状を把握し、必要な働きかけを行うこと、生
活習慣病検診等管理指導協議会の一層の活用を図ることなど、がん検診の
実施方法の改善や精度管理の向上に向けた取組を検討する。また、市町村
は、指針に基づいたがん検診の実施及び精度管理の向上に取り組む。

国、都道府県及び市町村は、がん検診や精密検査の意義、対策型検診と
任意型検診の違い、がん検診で必ずしもがんを見つけられるわけではないこと
及びがんでなくてもがん検診の結果が陽性となる偽陽性等のがん検診の不利
益についても理解を得られるように、普及啓発活動を進める。

国は、関係団体と協力し、指針に基づいた適切な検診の実施を促すとともに、
国内外の知見を収集し、科学的根拠に基づいたがん検診の方法等について
検討を進め、必要に応じて導入を目指す。

③職域のおけるがん検診について

国は、職域におけるがん検診を支援するとともに、がん検診のあり方について
検討する。また、科学的根拠に基づく検診が実施されるよう、職域におけるがん
検診関係者の意見を踏まえつつ、｢職域におけるがん検診に関するガイドライン
（仮称）｣を策定し、保険者によるデータヘルス等の実施の際の参考とする。

保険者や事業主は、職域におけるがん検診の実態の把握に努める。また、
｢職域におけるがん検診に関するガイドライン（仮称）｣を参考に、科学的根
拠に基づいたがん検診の実施に努める。

国は、職域におけるがん検診の重要性に鑑み、厚生労働省の「データヘルス
改革推進本部」の議論を踏まえつつ、将来的に、職域におけるがん検診の対
象者数、受診者数等のデータの把握や精度管理を可能とするため、保険者、
事業主及び検診機関で統一されたデータフォーマットを使用し、必要なデータ
の収集等ができる仕組みを検討する。

前期計画との比較（がん予防・早期発見）
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第４期 第３期

【個別目標】

●がん教育及びがんに関する知識の普及啓発

国民ががん予防やがん検診による早期発見の重要性を認識するとともに、が
んを正しく理解することを目指す。

【取り組むべき施策】

●がん教育及びがんに関する知識の普及啓発

①受診率向上対策について

国は、引き続き、学習指導要領に基づく 、児童生徒の発達段階に応じたが
ん教育を推進する。その際、生活習慣が原因とならないがんもあることなど、が
んに対する正しい知識が身に付くよう、 医療従事者やがん患者等の外部講師
の積極的な活用について周知を行うとともに、ＩＣＴの活用を推進するなど、
各地域の実情に応じたがん教育の取組の充実とその成果の普及を図る。

国は、都道府県及び市町村において、教育委員会及び衛生主管部局が連
携して会議体を設置し、 地域のがん医療を担う 医師や患者等の関係団体と
も協力しながら、また、学校医やがん医療に携わる医師、がん患者・経験者等
の外部講師を活用しながら、がん教育が実施されるよう、必要な支援を行う。

国及び地方公共団体、拠点病院等を中心とした医療機関は、患者やその
家族等の関係団体等の協力を得ながら、国民に対する、生活習慣や遺伝子
等のがんの発生に関する基本的な情報も含めた がんに関する正しい知識の普
及啓発に引き続き取り組む。その際には、啓発資材のデジタル化や対象者に
応じた周知方法の工夫等により、より効果的な手法を用いる。

事業主や医療保険者は、がん対策推進企業アクション等の国や地方公共
団体の事業を活用することも含め、雇用者や被保険者・被扶養者が、 生涯
のうちに約２人に１人ががんに罹患すると推計されていることや、 がん検診や
がんの治療と仕事の両立といった がんに関する正しい知識を得ることができるよ
う努める。

【個別目標】

●がん教育及びがんに関する知識の普及啓発

国は、全国での実施状況を把握した上で、地域の実情に応じて、外部講師
の活用体制を整備し、がん教育の充実に努める 。

国民が、がん予防や早期発見の重要性を認識し、自分や身近な人ががんに
罹患しても、そのことを正しく理解し向き合うことができるよう、国は、がんに関す
る知識の普及啓発を更に進める。

【取り組むべき施策】

●がん教育及びがんに関する知識の普及啓発

①受診率向上対策について

国は、学校におけるがん教育について、全国での実施状況を把握する。教員
には、がんについての理解を促すため、外部講師には、学校でがん教育を実施
する上での留意点や指導方法を周知するため、教員や外部講師を対象とした
研修会等を実施する。

都道府県及び市町村において、教育委員会及び衛生主管部局が連携して
会議体を設置し、 医師会や患者団体等の関係団体とも協力しながら、また、
学校医やがん医療に携わる医師、がん患者・経験者等の外部講師を活用し
ながら、がん教育が実施されるよう、国は必要な支援を行う。

国や地方公共団体は、引き続き、検診や緩和ケア等の普及啓発活動を推
進する。また、民間団体や患者団体によって実施されている普及啓発活動を
より一層支援するとともに、がん相談支援センターやがん情報サービスに関する
広報を行う。

事業主や医療保険者は、雇用者や被保険者・被扶養者が、がんに関する
正しい知識を得ることができるよう努める。

前期計画との比較（がん教育）
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